
                       
 

平 成 ２ ３ 年 １ ０ 月 １ ４ 日 
中部地方幹線道路協議会 

道路管理防災・震災対策検討分科会 
 
 

災害復旧に必要な道路ネットワークの確立 
～『道路啓開の考え方』の基本方針案を取りまとめました～ 

 
 
 本年８月３０日に開催した中部地方幹線道路協議会で設置した「道路管理防災・震災対

策検討分科会」にて、近い将来発生が懸念されている東海・東南海・南海地震などの大規

模地震に備え、被害の最小化を図る方策について議論を進めてきました。 

この度、『道路啓開の考え方』等の基本方針案を取りまとめましたので、お知らせします。 

 今後、具体的な復旧・支援ルートの設定等の施策について、国、県政令市等の関係機関

で検討を行い、策定していきます。 

 

【検討項目】 

○道路啓開の考え方       ○情報共有・情報伝達方法 

○復旧・支援ルートの設定    ○被災時の支援体制 

○災害に強い道路        ○復旧方法 

 

【中部地方幹線道路協議会「道路管理防災・震災対策検討分科会」の構成組織】 

長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、静岡市、浜松市、名古屋市、 

愛知県道路公社、名古屋高速道路公社、中日本高速道路(株)、関東地方整備局、 

中部地方整備局 

 

 

１．資 料 添付資料 

 

２．配布先 中部地方整備局記者クラブ 

      岐阜県政記者クラブ、三重県政記者クラブ、 

静岡県政記者クラブ、長野県庁会見場 

 

３．問い合わせ先 

中部地方整備局道路部 道路管理課長 松田 正尚   TEL：（052）953-8176 

 



○道路啓開の考え方、復旧・支援ルートの設定
東海、東南海、南海沖を震源とする大規模地震が発生した場合、津波による甚大な被害が想定される

太平洋沿岸部での救援・救護活動や人員・物資輸送等を迅速に行うため、「道路啓開」に関するオペレー
ション計画（復旧・支援ルートの設定、啓開の手順等）を国、県政令市等の関係機関で策定する。

○災害に強い道路
大規模地震が発生した場合においても致命的な損傷を受けない道路構造の構築、点検、耐震補強等

の予防的保全の実施、さらに、人命救助や地震被害の拡大を防ぐ等の副次的な機能の勘案等、災害に
強い道路整備を推進する。

○情報共有・情報伝達方法
災害に強い情報通信ネットワークの確保や災害時の道路管理者間等の情報連携・情報共有はもとよ

り、道路利用者への迅速な情報伝達を図る。

○被災時の支援体制
被災時における強力な支援体制を速やかに確立するため、人的・物的支援のルール化や「道の駅」、

S.A、P.A等の防災拠点化の推進を図る。

○復旧方法
地震、津波等により被災した道路の復旧方法、資機材・人員輸送の方法等について予め検討し、災害

復旧に備える。

検討項目と基本方針案

※その他、自治体等の関係機関と調整が必要な項目については、随時、検討項目に追加して議論を行う。
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啓開 応急復旧 本復旧 復興

道路啓開の考え方

・東海・東南海・南海沖を震源とする最大震度６弱以上の大規模地震が発生した場合を想定
・太平洋沿岸地域で津波による甚大な被害が発生していると想定
・道路啓開を検討する道路ネットワークは、各県の定める緊急輸送道路を基本とする。

○前提条件

○ミッション

○道路啓開方針（案）

ＳＴＥＰ１：ＳＴＥＰ１：

ＳＴＥＰ２：ＳＴＥＰ２：

ＳＴＥＰ３：ＳＴＥＰ３：

・通常の災害においては、応急復旧→本復旧の流れとなるが、大規模災害時には、下記のとおり
応急復旧の前に救援・救護活動のための復旧・支援ルートを確保する「啓開（道路啓開）」が必要。

○「啓開（道路啓開）」とは、

（資料：社会資本整備審議会第13回道路分科会より）

災害発生

比較的被害が少ない比較的被害が少ない高規格幹線道路等の広域ネットワーク高規格幹線道路等の広域ネットワーク
ラインラインを確保を確保
広域ネットワークラインから広域ネットワークラインから太平洋沿岸部に繋がるライン太平洋沿岸部に繋がるラインをを
確保確保
沿岸部に繋がるラインから沿岸部に繋がるラインから太平洋沿岸沿いのライン太平洋沿岸沿いのラインを確保を確保

中部の取組中部の取組

・津波等により、甚大な被害を受けた太平洋沿岸地域での救援・
救護活動、人員・物資輸送等のための「道路啓開」を行う。
・災害時も想定した物資輸送の拠点となる港湾・空港等との連絡
確保
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復旧・支援ルートの設定 ～「くしの歯」作戦による三陸沿岸地区の道路啓開・復旧～

（資料：社会資本整備審議会 第13回道路分科会（平成23年5月23日））迅速な緊急対応を可能にした「くしの歯」作戦

事事 例例
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復旧・支援ルートの設定 ～海溝型地震による津波に備えるルート～

ＳＴＥＰ１：比較的被害が少ない比較的被害が少ない高規格高規格
幹線道路等の広域ネットワー幹線道路等の広域ネットワー
クラインクラインを確保を確保

ＳＴＥＰ３：沿岸部に繋がるラインから沿岸部に繋がるラインから太太
平洋沿岸沿いのライン平洋沿岸沿いのラインを確保を確保

ＳＴＥＰ２：広域ネットワークラインから広域ネットワークラインから太平太平
洋沿岸部に繋がるライン洋沿岸部に繋がるラインを確保を確保

中部の取組中部の取組

広域支援ルート 海上輸送ルート
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復旧・支援ルートの設定 ～風水害・地震等に備えるルート～

ＳＴＥＰ１： ＳＴＥＰ２：広域連携を支える高規格幹線道路等の
広域ネットワークライン

広域ネットワークラインと地域拠点を最短
経路で結ぶルート

中部の取組中部の取組
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応急対策に資する信頼性の高い道路ネットワークの確立

・通常の災害においては、応急復旧→本復旧の流れとなるが、大規模災害時には、下記のとおり応急復旧
の前に救援・救護活動のための復旧・支援ルートを確保する「啓開（道路啓開）」が必要。

※「啓開（道路啓開）」とは、

啓開 応急復旧 本復旧 復興災害発生

◆道路啓開方針（案）

○比較的被害が少ない高規格幹線道路等の

広域ネットワークラインを確保

○広域ネットワークラインから太平洋沿岸

部に繋がるラインを確保

○沿岸部に繋がるラインから太平洋沿岸沿

いのラインを確保

◆海・空からの緊急輸送ルートを早期に確保する

ため、施設の応急復旧体制を事前に確立

北海道方面

名古屋港
清水港

新潟港

四国・九州方面

敦賀港

横浜港

東京港

北海道・東北方面

３連動地震 震度６強以上
震度６弱

震度５強

平成１５年９月中央防災会議

｢東南海・南海地震等に関する専門調査会」

（第１４回）資料に中部地方整備局が加筆

富山港

近畿・

中国方面

イメージ図

広域道路ネットワーク支援ルート

海 ・ 空 か ら の 緊 急 輸 送 ル ー ト

中部の取組（参考）中部の取組（参考）

東海・東南海・南海地震対策中部圏
戦略会議（H23.10.4）資料より
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求められるミッシングリンクの解消
東海・東南海・南海地震対策中部圏
戦略会議（H23.10.4）資料より

中部の取組（参考）中部の取組（参考）
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災害に強い道路 ～構造物の耐震対策が一定の効果を発揮～ 中部の取組・事例中部の取組・事例

東日本大震災における橋梁の耐震補強の効果
第７回高速道路のあり方検討有識者委員会

（H23.7.14）資料抜粋
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災害に強い道路 ～避難場所や避難路の確保と身近な施策の強化～

小本小学校津波避難階段（岩手県岩泉町）

国道45号

○身近な命の道の確保

国道４５号につながる避難階段が児童８８名の命を救った。

岩泉町小本小学校は、背後に十数メートル
の高く切り立った崖があり、大きく迂回しな
ければ避難出来ない状況であった。
町長が国土交通省三陸国道事務所へ掛け
合い、津波時の避難場所として、国道４５号
へ上がる１３０段、長さ３０メートルの避難階
段を設置された。
今回の大津波により、校舎・体育館・校庭と
も浸水したが、この避難階段により児童８８
名は無事に避難することが出来た。

○各種情報の提供

国道45号に設置された津波浸水
エリアの表示版は、今回の被災
地域によく合致していた。

津波浸水想定区域の表示（岩手県釜石市）

○被災記録の伝承

こ
の
碑
は
い
つ
か
無
く
な
る
。

し
か
し
、
こ
の
恨
み
を
忘
れ
て
は
い
け
な
い
。

た
と
え
（
こ
の
碑
が
）
雨
に
洗
わ
れ
、

苔
に
蝕
さ
れ
、
文
字
が
摩
滅
し
よ
う
と
も
、

明
治
二
十
九
年
六
月
十
五
日
の

津
波
被
害
を
昔
か
ら
の
言
い
伝
え
と
し
て

子
孫
に
伝
え
よ
・・
・

（写
真
右
の
「
両
石
海
嘯
記
念
碑
」

に
刻
ま
れ
た
漢
文
の
一
部
翻
訳
）

事事 例例
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平面図

避難経路

平面図

避難経路

○避難階段・避難通路の整備

・沿岸部に近い高架道路に緊急時の避難
階段・避難通路の設置を検討。

避難階段

避難通路

○津波時の避難場所として道路法面を活用

災害に強い道路 ～避難階段、避難通路の整備～

緊急避難場所・避難階段の整備イメージ

断面図

避難場所
（小段）

•大津波発生（予測）時に周辺住民の緊
急避難場所を確保するため、のり面昇降
階段及び盛土小段を活用した退避ス
ペースの設置を検討

中部の取組中部の取組

イメージ

イメージ
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情報共有・情報伝達方法 ～東日本大震災における情報施設の被災状況と課題～

（資料：東北地方整備局）

事事 例例
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紀伊長島IC
(R４２２号)

■「国交省の伝送路」は、国交省本省～地方整備局を結ぶ基線、地方整備局から事務所間を結ぶ幹線、事務所から出
張所を結ぶ本線および出張所と現地CCTVを結ぶ支線で構成されている。

◆国道の伝送路を活用した光ネットワークのダブルネット化

伊勢道伊勢関IC以南はネットワークとなる高速道路が整備されていない事からダブルネット化されていなかったため、
国道に敷設されているケーブルを経由して一宮管制センターに伝送するバックアップルートを構築する。

★伊勢関IC付近で光ケーブルが
切断した場合の影響設備

・業務電話 １６４台
・非常電話 ３０８台
・情報板 ８４面
・CCTVカメラ ２２基

・トンネル非常用
設備運転 １１TN

国道ルート

新たなネットワークの流れ
既存のネットワークの流れ

伊勢関IC

・必要芯数
４芯

国道４２号

国道２３号

国道１号

国道２２号

一宮IC

将
来紀伊長島IC

伊勢関IC

一宮IC

北勢国道

紀勢国道

情報共有・情報伝達方法 ～既存伝送路を活用した道路管理施設のダブルネット化～ 中部の取組中部の取組
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情報共有・情報伝達方法 ～海抜表示シール～

平常時 避難時 被災後

●道路や周辺の高さを
知ることができる

●避難時の目印として
活用できる

●被災状況の把握が容
易にできる

○内容

①東海三県（静岡、愛知、三重県）における沿岸部の国道等において、津波被害が想定さ
れる区間等を考慮し、海抜表示シールを設置。

②視認性が良く、比較的強度が高い横断歩道橋や標識柱等に設置する。

○期待される効果
①平常時：道路利用者や地域住民がその地点の海抜を認識。
②避難時：避難時の目印として活用。
②被災後：津波の跡から被災状況を把握。

【表示イメージ】

海抜 10m
海抜帯
TP.10m

標識柱

（標識柱等）

海抜15m

海抜10m

海抜5m

20cm

東海・東南海・南海地震の津波被害に備え標識柱等へ海抜を表示。

※色等については調整中

中部の取組・事例中部の取組・事例

ここの津波高は
4.5mくらいだね。

5m10mのライン

があったわ！

もう少し
高いところへ
避難しよう！

10m

10mのライン

があったわ！

もう少し
高いところへ
避難しよう！

10m

15ｍ

この付近は
13mぐらい

なのか！

15ｍ

この付近は
13mぐらい

なのか！



13

被災時の支援体制 ～被災初期から防災拠点として機能を発揮した「道の駅」～

自衛隊の活動拠点や住民の避難場所、水、食料、トイレを提供する貴重な防災拠点として機能。
（防災拠点化のために自家発電設備を備える駅では、停電時にも24時間開所する等により機能）

（資料：社会資本整備審議会 第13回道路分科会（平成23年5月23日））

■道の駅の事例

道の駅やインターチェンジと一体で整備された周辺施設が防災拠点としての機能を発揮

事事 例例
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被災時の支援体制 ～インターと一体で開発された周辺施設が防災機能を発揮～

南三陸町では、インター予定地に一体的に整備された施設が地域住民の避難所や行政・

ボランティアの活動拠点等として機能を発揮

事事 例例

社会資本整備審議会第13回道
路分科会（H23.5.23)
資料抜粋
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自衛隊の集結基地として活用
常磐自動車道 四倉ＰＡ（下）

消防の集結基地として活用
東北自動車道 羽生ＰＡ（下）

≪【参考①】東日本大震災における休憩施設の活用事例≫

高速道路は、緊急交通路に指定されるケースが多く、自衛隊等の集結基地として活用

≪【参考②】２００４年中越地震における関越道の活用事例≫

自衛隊の集結基地として活用
関越道 越後川口ＳＡ（下）

緊急交通路としての活用状況

その他、集結基地に至るまでの給油・修理等の中継基地や、復旧に
必要な資機材等の受渡し場所として活用

被災時の支援体制 ～高速道路における休憩施設の防災拠点～ 事事 例例

東海・東南海・南海地震対策中部圏
戦略会議（H23.10.4）資料より
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被災時の支援体制 ～被災初期から防災拠点として機能を発揮した「道の駅」～

被災時における強力な支援体制を確立するため、「道の駅」、S.A、P.A等の防災拠点化の推進を図る。

朝霧高原

美濃白川

関宿

防災拠点機能・役割
○災害時の避難場所としてスペースの提供
○災害時・非常時でのトイレの提供（断水時に使用可）

○地域の防災拠点としての非常食・飲料水・非常電源の確保

○道路の規制情報や被災情報等の提供

◆情報提供装置

◇非常用電源装置
■防災拠点整備例 道の駅「美濃にわか茶屋」(岐阜県)

◇ 防災備蓄倉庫 ◇飲料水貯水槽

◆防災用トイレ
〈屋 外〉 〈屋 内〉

サイクルステーション 農産物販売所・休憩所

【凡例】◆：道路管理者 ◇：自治体

美濃にわか茶屋

中部の取組中部の取組



17

被災時の支援体制 ～中部地方整備局ＴＥＣ-ＦＯＲＣＥの活動～

宮城県石巻市で稼働中の照明車

衛星通信車による支援（岩手県大船渡市）

排水ポンプ車による活動（宮城県東松島市）

災害対策本部車による支援（岩手県大槌町）

本部車内での会
議状況

（写真：中部地方整備局防災課）

中部の取組中部の取組
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復旧方法 ～東日本大震災における緊急輸送路の確保～

（資料：社会資本整備審議会 第13回道路分科会（平成23年5月23日））

■ 大津波により、国道45号でも５つの橋梁の橋桁が流出する等の大きな被害

■ ４車線整備されていた東北自動車道等は、早期復旧により緊急輸送路として機能

事事 例例
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復旧方法 ～橋梁仮復旧対策の検討～

仮橋設置の例

■仮復旧に必要な資材
Ｈ形鋼、覆工板、コルゲートパイプ、大型土のう、応急組み立て橋
など

■資材の保管
主要な箇所に分散して上記資材を保管

仮復旧に必要な資材の確保

■地震による橋梁の落橋に加え、津波により橋梁が流出する可能性が
考えられるため、

①標高が低い橋梁
②河口部に近い橋梁
③迂回路がない橋梁

橋梁の落橋及び流出に備える
■流された橋梁の現位置または近傍上流の迂回路に、以下の工法から
選定し、仮復旧を行う。

川幅が狭い場合 ⇒

川幅が少し広い場合 ⇒

川幅が広い場合 ⇒

仮復旧の方法

③´盛土＋コルゲートパイプ

①´盛土＋コルゲートパイプ

地震、津波等により被災した道路の復旧方法、資機材・人員輸送の方法等について予め検討し、災害復旧に備える。

中部の取組中部の取組

①Ｈ形鋼＋覆工板

③土のう＋コルゲートパイプ＋敷鉄板

②大型土のう＋Ｈ形鋼＋覆工板
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